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高速道路の合流部ないしその下流のボトルネックを対象に渋滞対策を行う場合，加速車線を延伸する等

のハード対策や，チャンネリゼーション，ランプメタリング，その他合流部の整流化対策といったソフト

対策が検討されてきた．特に，合流部の整流化対策のうち渋滞発生後の交互合流は，あえて合流部に制限

を与えることで道路空間を有効に活用できる可能性があり，交通挙動の変化を促すことが期待される． 
本研究は，合流部の制御方法を検討することを目的として，E1 名神（上）一宮 JCT において合流部の

ラバーポールを延伸する「渋滞発生後におけるファスナー合流促進による渋滞対策」を実施し，その効果

を検証した．合流部を制限したことで，合流部の密度が高くなり，速度が低下した．また，空いた道路空

間が有効に利用されるようになったため，下流に位置する単路部ボトルネックの渋滞発生後捌け交通量が

増加した．この密度と渋滞発生後捌け交通量の増加により渋滞量が減少し，所要時間が短縮することを実

証した． 
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1. はじめに 

 

高速道路の合流部ないしその下流のボトルネックを対

象に渋滞対策を行う場合，加速車線を延伸する等のハー

ド対策 1) -2)や，チャンネリゼーション 3) -6)，ランプメタリ

ング（入口閉鎖含む）7) -10)，その他合流部の整流化対策
11) -12)といったソフト対策が検討されてきた．特に，合流

部の整流化対策のうち渋滞発生後の交互合流促進は，あ

えて合流部に制限を与えることで道路空間を有効に活用

できる可能性があり，交通挙動の変化を促すことが期待

される． 

本研究では，合流部の制御方法を検討することを目的

に，E1 名神（上）一宮 JCT において合流部のラバーポ

ールを延伸する「渋滞発生後におけるファスナー合流促

進による渋滞対策」を実施し，その効果を検証する． 

2. 既往文献の整理と本研究の位置付け 

 

(1) 合流部の渋滞対策 

合流部の渋滞対策は，前述のとおり，加速車線を延伸

する等のハード対策や，チャンネリゼーション，ランプ

メタリング，その他合流部の整流化対策といったソフト

対策が検討されてきた． 

このうち合流部の整流化対策として，澤田ら 13)は複数

同時合流を防ぐ目的で，あえて合流可能区間を短縮し，

渋滞軽減を図った．対象箇所は中国道（下）宝塚 IC の

合流部であり，ポストコーンを約 30m 設置するととも

に，ゼブラ標示を約 100m 施工することで，合流可能区

間を 470m から 340m に短縮した（テーパ部の 60m を含

む）．これにより，渋滞発生時交通量に変化がない中で，

渋滞発生後捌け交通量が増加し，渋滞量が減少した． 
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(2) ファスナー合流の概要 

我が国において，ファスナー合流を定義した文献は見

当たらない．そこで，海外に目を向けると，米国の

Kentucky Transportation Center Research Report14)に詳しく記載

されている．海外では，ジッパー合流と呼ばれることが

多いが，ここではファスナー合流の呼称で統一する．フ

ァスナー合流は，1）車線絞込部の先頭まで両方の車線

を利用していただき交互に合流するものであり，2）渋

滞発生後に有効な渋滞対策で，3）安全対策も兼ね，4）

公平かつ平等な施策である．ミネソタ交通局の説明文書
15)では，ファスナー合流は基本的に渋滞長を 40%，最大

で 50%減少させるとしている．また，独国ではファスナ

ー合流が交通法規として定められている 16)． 

 

(3) 本研究の位置付け 

本研究は，前述の澤田らの取組みを踏襲するものであ

る．ただし，本研究での対策はファスナー合流促進を明

確に狙ったものであり，そこに特徴がある．具体的には，

合流部にラバーポールを約 260m 設置することで合流車

の並走区間を十分に確保しつつ物理的な制御区間を長く

するとともに，最下流を 120m 延伸し，合流可能区間を

350mから 210mに短縮している（テーパ部を含む）．合

流可能区間は，前述の 340mよりさらに短い． 

また，合流部にファスナー合流を促進するための啓発

看板等を設置するとともに，HP や記者発表を通してフ

ァスナー合流の認知度向上と促進を図っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，ETC2.0 プローブ情報を活用することで，下

流ボトルネックからの渋滞延伸状況をパターン別に区分

し，地点別の速度や密度の変化に着目した効果発現メカ

ニズムを考察している． 

 

 

3. ファスナー合流促進による渋滞対策の概要 

 

本研究で対象とするファスナー合流促進による渋滞対

策は，図-1 に示す E1名神（上）一宮 JCTで実施してい

る．一宮 JCTは，E41東海北陸道（上）と合流する構造

となっている．約 4km下流には名古屋高速 16号一宮線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 ファスナー合流促進による渋滞対策の実施箇所位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策前

E41 東海北陸道

E1 名神

対策前

対策後

合流可能な区間 350m

E41 東海北陸道

E1 名神

ラバーポールを260m延伸

対策後
合流可能な区間210m

先端を120m延伸
ラバーポール区間を延伸

図-2 ファスナー合流促進による渋滞対策の概要 
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と接続している一宮 IC がある．また，対象区間である

一宮 IC～一宮 JCT にはサグを原因とした単路部のボト

ルネックが存在している． 

このファスナー合流促進による渋滞対策は，令和元年

11 月 29 日（金）から実施している．当該対策は，図-2

（前頁）に示すとおり，合流部にラバーポールを約

260m設置するするとともに，最下流を 120m延伸するこ

とで，合流可能区間を 350m から規定を満たす最低限の

210m に短縮している（テーパ部を含む）．これにより，

至る箇所での合流を抑止し，交互合流をしやすくしてい

る．また，看板等により，ファスナー合流を推奨する地

点を案内している（図-3）． 

なお，横断構成は図-4 のとおりである．ラバーポー

ル部の側帯幅は暫定 2 車線区間の中央帯相当の 0.8m を

準用し，ランプ部の路肩幅を確保しつつ合流車・非合流

車ともに圧迫感の無いように配慮している．さらに，ラ

バーポールの設置間隔は 2m とし，渋滞時における車両

のすり抜けを抑止している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 ファスナー合流促進による渋滞対策の看板等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ファスナー合流促進による渋滞対策実施前後の横断構成 

4. 分析方法 

 

(1) 分析項目・内容 

本研究では，ファスナー合流促進による渋滞対策が対

象としている渋滞発生後に着目する．具体的には，渋滞

発生状況（渋滞諸元）分析と所要時間分析を行い，渋滞

対策によるマクロ的な変化を分析する．また，交通容量

（渋滞発生後捌け交通量）分析，交通状態（合流割合，

密度，速度）分析を通して，ミクロ的な交通挙動の変化

を考察する．なお，本対策は少なからず渋滞発生時への

影響も考えられることから，これについても分析・考察

を加える． 

 

(2) 分析対象期間 

ファスナー合流促進による渋滞対策は，令和元年 11

月 29 日（金）から実施している．そこで，対策前を平

成 30年 12月～平成 31年 2月，対策後を令和元年 12月

～令和 2年 2月とし，各 3ヶ月を基本的な比較対象とす

る．ただし，令和 2年 1月以降は，新型コロナウイルス

の影響で交通量が少ないため，渋滞発生状況分析と，所

要時間分析は，それぞれ 12月のみを対象とする． 

比較対象期間の交通量は表-1に示すとおりである．12

～2月の 3ヶ月では，E1名神（上）一宮 IC～一宮 JCTの

交通量が減少しており，渋滞発生状況分析と所要時間分

析に適していないことが確認できる．一方，12 月に着

目すると，E1名神（上）一宮 IC～一宮 JCT，E41東海北

陸道（上）一宮 JCT～一宮西 IC が，対策前後で同程度

である． 

 

 

5. 渋滞発生状況分析 

 

渋滞対策実施前後の交通集中渋滞発生状況を図-5（次

頁）に示す．一宮 JCT 下流に位置する E1 名神（上）の

一宮 IC～一宮 JCT には，当該対策が対象としているボ

トルネック「一宮高架橋付近」がある．このボトルネッ

クに着目すると，12月の渋滞回数は対策前が 38回/月，  

 

表-1 対策実施前後の平均日交通量 

 

 

 

 

 

 

 

 

路肩2.8 ランプ3.5
側帯
0.5 ⾛⾏3.6 追越3.6 路肩0.7

路肩2.5 ランプ3.5

導流帯
+ラバーポール

0.8 ⾛⾏3.6 追越3.6 路肩0.7

対策前 単位[m]

対策後

対策前

対策後

単位：台/日

対策前 対策後 対策前 対策後

1
E1名神（上）
　一宮IC～一宮JCT

42,942 41,499 43,641 43,016

2
E41東海北陸道（上）
　一宮JCT～一宮西IC

20,908 20,827 20,525 20,538

16,229 15,795 16,369 15,743

(37.8%) (38.1%) (37.5%) (36.6%)

※対策前：平成30年12月～平成31年2月
　対策後：令和元年12月～令和2年2月
※No.1：357.890kp，No.2：0.570kp
　No.3：357.890kp-359.44kp（分合流間）
※(　)内は合流割合

No. 区間
12～2月 12月

3
E1名神（上）
　一宮JCT合流
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図-6 渋滞対策実施前後の渋滞回数（AM・PM別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 渋滞対策実施前後の渋滞量（AM・PM別） 

 

 

対策後は 36 回/月で同程度である．一方，渋滞量は

298km･時/月から 173km･時/月へ 125km･時/月（42%）減

少している．E41 東海北陸道（上）のボトルネック「一

宮 JCT」は，E1名神（上）「一宮高架橋付近」から延 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 渋滞対策実施前後の所要時間（17～21時出発） 

 

 

伸する渋滞であり，このボトルネックの渋滞回数と渋滞

量は対策前後で変化がない．渋滞回数は対策前が 31 回/

月，対策後が 34回/月，渋滞量は対策前が 95km･時/月，

対策後が 93km･時/月である． 

ボトルネック「一宮高架橋付近」と「一宮 JCT」の渋

滞は，午前と午後に発生するため，両者を区分する．図

-6 は，AM・PM 別に渋滞回数を集計したものであり，

E1 名神（上），E41 東海北陸道（上）とも，AM・PM

別で大きな変化がない．次に，図-7 の渋滞量をみると，

AMは大きな変化がないものの，PMは E1名神（上）で

減少，E41 東海北陸道（上）でやや減少となっている．

PM では，ファスナー合流促進による渋滞対策によって，

特にE1名神（上）の渋滞量が大きく減少している． 

AM は PM と比べて渋滞規模が小さいこと，もともと

渋滞発生後捌け交通量が高く効果が限定的であることか

ら，以降ではPMを対象に分析を行う． 

図-5 渋滞対策実施前後の交通集中渋滞発生状況 
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6. 所要時間分析 

 

ETC2.0 プローブ情報より渋滞対策実施前後の所要時

間を集計した結果を図-8（前頁）に示す．E1 名神

（上）岐阜羽島 IC→一宮 ICの 11.7kmでは，PMの平均

所要時間が 11.4分から 9.6分へ 1.8分（16%）短縮してい

る．85%タイル値も短縮しており，長い所要時間が出現

しなくなった．渋滞量が小さくなった影響である．一方，

E41 東海北陸道（上）の尾西 IC→一宮 IC（一宮 JCT 経

由）の 7.2kmでは，8.4分から 9.2分へやや増加している． 

 

 

7. 渋滞発生後における交通容量分析 

 

(1) 渋滞延伸パターンの整理 

図-9は PMにおける渋滞対策実施前後の渋滞延伸パタ

ーンを，ETC2.0 プローブ情報による速度コンター図か

ら判読した結果である．12～2 月の 3 ヶ月は，ボトルネ

ック「一宮高架橋付近」の渋滞が一宮 JCT を超えて E1

名神（上）と E41東海北陸道（上）の両路線に延伸して

いる状況であるパターン D が，対策前に 81%を占めて

いたのに対し，対策後は 54%にとどまる．対策後は，パ

ターン Cの割合が高く，前述で示した E1 名神（上）の

平均日交通量が減少，E41 東海北陸道（上）は変化なし

とした整理結果と一致している．交通量に変化がない

12月のみに着目すると，パターンDは対策前後とも 85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 渋滞対策実施前後の渋滞延伸パターン（PM） 

～94%であり，高い割合で同程度である．渋滞延伸状況

は交通量の影響を受けることが確認できる．そこで，以

降ではボトルネック「一宮高架橋付近」の渋滞が両路線

に延伸しているパターン D に着目することで，同様の

渋滞延伸状況同士の比較を行う． 

 

(2) 交通容量分析 

パターンDの PMにおける渋滞発生後捌け交通量を図

-10 に示す．対策前の平均は 2,720 台/時であったのに対

し，対策後は 2,760台/時と，40台/時（1.5%）増加してい

る．特に箱ひげ図をみると，低い渋滞発生後捌け交通量

が出現しなくなっており，低い渋滞発生後捌け交通量を

抑制した結果，平均値が増加したことがわかる． 

 
 
8. 渋滞発生後における交通状態分析 

 

(1) 合流割合 

パターンDの PMを対象とした渋滞対策実施前後にお

ける渋滞発生後の合流割合分布を図-11に示す．E41東 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 渋滞対策実施前後の渋滞発生後捌け交通量 

（パターンDのPM） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 渋滞対策実施前後における渋滞発生後の合流割合分布 

（パターンDのPM） 
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図-12 渋滞対策実施前後における渋滞発生後の 

地点別密度・速度分布（パターンDのPM） 

海北陸道（上）からの平均合流割合は，対策前の 33%か

ら対策後の 28%に低下している．合流部を物理的に制御

したことの影響がみられる．ただし，E41 東海北陸道

（上）の渋滞は大きく悪化しておらず，当該地点の交通

需要を対象とした場合は，影響が小さい．ボトルネック

「一宮高架橋付近」の渋滞発生後捌け交通量増加が，合

流割合の低下分を吸収していると考えられる． 

 

(2) 密度と速度 

パターンDの PMを対象とした渋滞対策実施前後にお

ける渋滞発生後の地点別密度・速度分布を図-12 に示す．

密度分布をみると，対策前後ともラバーポールがある①

358.8～359.0kp では変化がないものの，②358.6～358.8kp

以降，⑤358.0～358.2kpまでの 800mでは，対策後の方が

高い．ファスナー合流によって密度が高くなった．なお，

対策前後の平均密度に最も差があるのは③358.6～

358.8kp であり，これ以降下流側に進むにつれてこの差

は徐々に小さくなる．⑥357.8～358.0kp では対策前後で

変わらない水準に収束している． 

次に速度分布をみると，①358.8～359.0kp では対策前

後で変化がないものの，②358.6～358.8kp 以降，⑤358.0

～3528.2kp までの 800m では，対策後の方が速度が低い．

ファスナー合流によって空いた道路空間が有効に利用さ

れるようになり（密度が高くなり），その影響で速度が

低くなったと考えられる． 

 

 

9. 渋滞発生時の影響分析 
 

PM を対象とした渋滞対策実施前後における渋滞発生

時交通量を図-13 に示す．また，車線利用率を図-14（次

頁）に示す．PM の渋滞発生時交通量は，3,083 台/時か

ら 3,029台/時へ，54台/時（1.8%）減少している．ファス

ナー合流促進による渋滞対策により合流部を制限したこ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 渋滞対策実施前後の渋滞発生時交通量（PM）
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図-14 渋滞対策実施前後の車線利用率（PM） 

 

 

との影響や，全国の都市間高速道路における交通性能の

経年的な低下が影響していると考えられる 17)．一方，追

越車線利用率は，一宮 IC～一宮 JCT に位置する

357.890kp でにおいて，低下している．高い交通量ラン

クでは 1～2 ポイントの低下である．ファスナー合流対

策によって合流部を物理的に制御したことで追越車線に

避走しなくなった可能性がある． 

 

 

10. まとめと今後の課題 

 

本研究は，合流部の制御方法を検討することを目的に，

E1 名神（上）一宮 JCT において合流部のラバーポール

を延伸する「渋滞発生後におけるファスナー合流促進に

よる渋滞対策」を実施し，その効果を検証した． 

渋滞発生後における渋滞発生パターン（渋滞延伸状

況）のうち，パターン D「E1 名神の渋滞が一宮 JCT を

超えて E1 名神・E41 東海北陸道の両路線に延伸した場

合」に着目すると，平均合流割合は 33%から 28%に低下

しており，合流が制限されるようになった．ただし，

E41 東海北陸道（上）の渋滞が大きく悪化していないこ

とから，当該地点の交通需要を対象とした場合は，合流

方向への影響が小さい．この時，合流部より下流では密

度が高くなった．また，その影響で速度が低くなった．

合流が制限されるようになったため，合流できる箇所で

は車間距離を開けずに合流するようになり，また非合流

車が合流車を多く入れないために高い追従意識をもって

走行するようになったと考えられる．ファスナー合流に

よって，空いた道路空間が有効に利用されるようになっ

た．このような交通状態が実現した結果，渋滞発生後捌

け交通量は 2,720 台/時から 2,760 台/時へ，40 台/時

（1.5%）増加した．名神（上）では渋滞量が減少してお

り，渋滞発生後捌け交通量の増加と，密度の増加による

ものと推察される．以上より，合流部において並走区間

を十分に確保しつつ合流可能区間を制限し，ファスナー

合流を促進する渋滞対策は，渋滞発生後の対策として有

用との結論を得た． 

なお，渋滞発生時に着目すると，渋滞発生時交通量は

3,083 台/時から 3,029 台/時へ，54 台/時（1.8%）減少した．

一方，渋滞日数や渋滞回数に大きな変化がないこと，追

越車線利用率が低下していることを鑑みると，渋滞発生

時交通量に変化がなかった可能性もある．全国の都市間

高速道路における交通性能が経年的に低下しているとい

う報告もあり 17)，その影響も否定できない．渋滞発生時

におけるファスナー合流対策の影響は，明確に把握でき

なかった． 

今後は，渋滞発生後の効果発現メカニズムをさらに明

らかにするため，合流状況（ファスナー合流状況）を分

析すること，交通事故件数や発生状況を分析し安全性の

効果検証を行うことが必要である．安全性が高くなるよ

うであれば，この対策を他箇所に展開することができる．

また，ファスナー合流対策の渋滞発生時への影響を把握

するため，引き続きデータを蓄積して効果を検証する必

要もあると考える． 
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